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 日本政策金融公庫（略称：日本公庫）農林水産事業は、平成 30 年１月に実施した「平成

29 年度下半期農業景況調査」において、担い手農業者(注 1)のＧＡＰ（注 2）の取り組みについ

て調査しました。 

(注 1) スーパーＬ資金又は農業改良資金のご融資先 

(注 2) 農業における、食品安全、環境保全、労働安全等の持続可能性を確保するための生産工程管理の取組み。ＧＡＰ

を農業者や産地が取り入れることにより、結果として持続可能性の確保、競争力の強化、品質の向上、農業経営

の改善や効率化に資するとともに、消費者や実需者の信頼の確保が期待されます。 

＜調査結果のポイント＞ 

○○○○    担い手担い手担い手担い手農業者の農業者の農業者の農業者の２割２割２割２割強強強強がＧＡＰに取がＧＡＰに取がＧＡＰに取がＧＡＰに取りりりり組み、大規模ほど組み、大規模ほど組み、大規模ほど組み、大規模ほどＧＡＰＧＡＰＧＡＰＧＡＰ認証取得の傾向認証取得の傾向認証取得の傾向認証取得の傾向    

（図（図（図（図１１１１、２、２、２、２））））    

ＧＡＰの取組状況について聞いたところ、「ＧＡＰ認証を取得している（4.1％）」

と「都道府県やＪＡ等が策定したＧＡＰ（以下､自治体等ＧＡＰ）に取組んでいる

（19.8％）」を合わせた２割強の経営体がＧＡＰに取り組んでいることがわかりました。 

売上規模別でみると、経営規模が大きくなるほどＧＡＰ認証の取得割合が高くなる傾

向にあることが分かりました。 

 

○○○○    ＧＡＰＧＡＰＧＡＰＧＡＰののののメリットは「食品事故の予防」が最多メリットは「食品事故の予防」が最多メリットは「食品事故の予防」が最多メリットは「食品事故の予防」が最多（表１（表１（表１（表１））））    

ＧＡＰの取組みによって感じた効果、メリットを調査したところ「食品事故の予防

（49.7％）」が最多となり、次いで「環境保全への貢献（45.1％）」、「農作業事故の

予防（44.6％）」の順になりました。「販路の維持・拡大（40.6％）」と「売上の向上

（22.1％）」も一定の回答割合となっており、収益への直接的な効果を実感している経

営体もあることが窺えます。 

農業者からは「ＧＡＰ認証を取得したところ、大手小売業者との取引において、新た

な品目について取引をしたいとの申し出があり、大幅な売上拡大につながった」との声

も聞かれました。 

また、「ＧＡＰ認証を取得している経営体」と「自治体等ＧＡＰに取組んでいる経営

体」を比較すると、「ＧＡＰ認証を取得している経営体」の方が、特に、「労働環境の

改善」や「従業員の自主性向上」といった組織運営の改善や、「農作業事故の予防」に

よる経営リスクの低減においてメリットをより強く感じていることが分かります。 

 

○○○○    ＧＡＰ認知者のＧＡＰ認知者のＧＡＰ認知者のＧＡＰ認知者の３割３割３割３割強強強強がががが今後ＧＡＰ今後ＧＡＰ今後ＧＡＰ今後ＧＡＰ認証認証認証認証をををを取得取得取得取得するするするする意向意向意向意向（図（図（図（図３３３３、、、、４４４４））））    

ＧＡＰ認証を取得していない経営体（ＧＡＰ非認知者除く）（注 3）を対象に、今後のＧ

ＡＰ認証の取得予定を聞いたところ、「GLOBALG.A.P.を今後取得する（13.3％）」、

「ASIAGAP/JGAP を今後取得する（18.8％）」を合わせた３割強が今後ＧＡＰ認証を取得

する意向を示しました。一方で、半数近い経営体が「今後も取得するつもりはない」と

回答しています。 

(注 3)「自治体等ＧＡＰに取組んでいる」または「ＧＡＰは知っているが取組はない」と回答した経営体 

農業景況調査：農業景況調査：農業景況調査：農業景況調査：ＧＡＰＧＡＰＧＡＰＧＡＰ    

ニュースリリース 



 

また、ＧＡＰ認知者のうち「自治体等ＧＡＰに取組んでいる経営体」と、「取組んで

いない経営体」を比較したところ、「自治体等ＧＡＰに取組んでいる経営体」は

「GLOBALG.A.P. （18.8％）」、「ASIAGAP/JGAP（25.4％）」ともに取得意向が強くな

っています。 

そこで、「自治体等ＧＡＰに取組んでいる経営体」に着目して、どの項目にメリット

を感じている経営体がＧＡＰ認証の取得意向が強いかを分析しました。その結果、「売

上の向上」や「販路の維持・拡大」にメリットを感じている経営体は「GLOBALG.A.P.」

取得意向が強く、「労働環境の改善」や「従業員の自主性向上」にメリットを感じてい

る経営体は「ASIAGAP/JGAP」取得意向が強いことが分かりました。 

 

○○○○    取得しない理由は「必要を感じない」。「情報がない」との声も取得しない理由は「必要を感じない」。「情報がない」との声も取得しない理由は「必要を感じない」。「情報がない」との声も取得しない理由は「必要を感じない」。「情報がない」との声も（図（図（図（図５５５５））））    

「ＧＡＰ認証を今後も取得するつもりはない」と回答した経営体にその理由をたずね

たところ、「認証取得の必要を感じない(59.1％)」が最多となり、次いで「コストがか

かる(51.7％)」、「売上につながらない(45.6％)」となりました。 

農業者への聞き取りでは「認証申請などに人手をかけられない」「設備が認証基準に

至らない」「関心はあるが情報がない」といった声も聞かれ、今後の普及にあたっては

設備投資への支援や丁寧な情報提供が必要と考えられます。 

 

○○○○    食品関連業者は食品関連業者は食品関連業者は食品関連業者はＧＡＰ農産物ＧＡＰ農産物ＧＡＰ農産物ＧＡＰ農産物のののの取扱取扱取扱取扱いに意欲。いに意欲。いに意欲。いに意欲。消費者消費者消費者消費者の認知状況にの認知状況にの認知状況にの認知状況に課題課題課題課題あり。あり。あり。あり。    

（図（図（図（図６～６～６～６～８、表２８、表２８、表２８、表２））））    

日本公庫が実施した「平成 29 年度下半期食品産業動向調査」において、食品関連企

業に対しＧＡＰ関連農産物の取扱い状況を聞いたところ、２割強の企業がＧＡＰ関連農

産物を取扱う意向を示しています。また、ＧＡＰ関連農産物を「取扱う予定はない」と

回答した食品関連業者に対して、ＧＡＰ関連農産物を取扱う上での課題を聞いたところ、

「ＧＡＰ認証を取得した生産者が少ない」との回答が 35.2％あり、これらの結果から、

今後、生産者に対するＧＡＰへの取組要請が強まることが見込まれます。 

また、「平成 29 年度下半期消費者動向調査」において、消費者に対しＧＡＰの認知

度を調査したところ、「知っている（4.2％）」、「名称を聞いたことがあるが内容は

知らない（17.2％）」、「知らない（78.7％）」となり、消費者に対してＧＡＰの情報

が浸透していないという実態が浮き彫りとなりました。 

さらに、ＧＡＰ認知者のＧＡＰ関連農産物のイメージ調査では、「鮮度が良い

（36.1％）」、「おいしい（24.1％）」といった回答もあり、ＧＡＰの普及には、消費

者に対する認知度を高めると同時に、正しい情報の提供が課題といえそうです。 
 

 

 

 

 

 

 

 

調査時期  平成 30 年１月 

調査方法  往復はがきによる郵送アンケート調査 

調査対象  スーパーＬ資金又は農業改良資金のご融資先のうち２１，３３６先 

有効回答数 ６，７１１先（回収率：３１．５％） 

※ 食品産業動向調査と消費者動向調査の要領は別紙資料に掲載 
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図２ ＧＡＰの取組について（売上規模別）（％）

④

①

②

③

（データ数）

（3,927）

（686）

（1,475）

（1,766）

凡例

① ＧＡＰ認証（GLOBALG.A.P.、ASIAGAP、JGAP）を取得している

② 都道府県やＪＡ等が策定したＧＡＰに取組んでいる

③ ＧＡＰは知っているが、認証を取得していない/②に取組んでいない

④ ＧＡＰを知らない

表 ＧＡＰの取組によって感じた効果、メリット（ＧＡＰの取組別）（％）

カテゴリ 売上の向上

販路の

維持・拡大

不良在庫の

削減

食品事故の

予防

農作業事故

の予防

労働環境の

改善

従業員の

自主性向上

環境保全

への貢献

その他
データ数

全体 22.1 40.6 11.4 49.7 44.6 25.9 17.2 45.1 8.3 1,300

① 25.8 46.4 15.9 55.8 57.5 46.8 38.2 43.8 10.7 233

② 21.3 39.4 10.4 48.4 41.8 21.4 12.7 45.4 7.8
1,067

① ＧＡＰ認証を取得している

② 都道府県やＪＡ等が策定したＧＡＰに取組んでいる

表１ ＧＡＰの取組によって感じた効果、メリット（ＧＡＰの取組別）（％）

4.1%

19.8%

50.8%

25.3%

図１ ＧＡＰの取組について（データ数=6,187)

①GAP認証を取得している

②都道府県やJA等が策定したGAPに

取組んでいる

③GAPは知っているが、認証を取得

していない/②に取組んでいない

④GAPを知らない

(注）売上データ把握先に限るため、図１とは対象者数が異なる
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④ その他
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図４ ＧＡＰ認証の取得について (%)

（都道府県等ＧＡＰに取組んでいる経営体が感じているメリットと、

ＧＡＰ認証取得意向のクロス集計）

②
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③

④
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① GLOBALG.A.P.を今後取得する

② ASIAGAP/JGAPを今後取得する

③ 今後も取得するつもりはない

④ その他
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図５ ＧＡＰ認証を今後も取得するつもりはないとした理由（％）
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12.9 

6.3 

28.6 

30.3 
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50.5 

51.1 
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51.6 

56.3 

全体

製造業

卸売業

小売業

飲食業

（外食）

図６ ＧＡＰ関連農産物の取扱いについて（％）

（データ数）

①

②

③

④

（2,133）

（490）

（155）

（1,440）

（48）

「平成29年度下半期⾷品産業動向調査」より

凡例

① 取扱っている（原

材料として使⽤して

いる）

② 今後取扱う（原材

料として使⽤）予定

である

③ 取扱う（原材料と

して使用する）予定

はない

④ ＧＡＰを知らない

「平成29年度下半期⾷品産業動向調査」

調査時点： 平成 30年１⽉

調査方法： 郵送により調査票を配布し郵送により回収

調査対象： 全国の食品関係企業（製造業、卸売業、小売業、飲食業）7,007社

有効回収数： 全体で2,357社（回収率33.6％）《内訳》製造業：1,577社、卸売業：560社、小売業：170社、飲食業：50社

コスト（経費・手間）

の増加が⾒込まれる

売上の向上につながら

ない

現在の流通において、

必要性を感じない

ＧＡＰ認証を取得した

生産者が少ない

ＧＡＰの概念が消費者

に浸透していない

ＧＡＰ認証の仕組みに

賛同できない

その他

データ数

全体 41.1 28.3 42.3 35.2 37.8 0.7 7.9 593

製造業 42.2 28.5 42.9 35.4 38.0 0.9 8.3 424

卸売業 40.2 31.5 40.9 36.2 35.4 0.0 7.1 127

表2 ＧＡＰ関連農産物を取扱う課題（％） 「平成29年度下半期⾷品産業動向調査」より ※ 回答数30未満は掲載せず
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図7 ＧＡＰの消費者認知度（データ数=2,000)
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「平成29年度下半期消費者動向調査」より
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図8 GAPにより生産された農畜産物のイメージ（複数回答可）（データ数=83）
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い

「平成29年度下半期消費者動向調査」より

「平成29年度下半期消費者動向調査」

調査時点： 平成 30年１⽉

調査方法：インターネットによるアンケート調査

調査対象： 全国の20歳代〜70歳代の男⼥2,000⼈（男⼥各1,000人）
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 調査要領  

 

１．調査目的 

 消費者の食品安全や環境保全への意識の向上や、農業・食品市場のグローバル化の進展を

背景に、ＧＡＰ（Good Agricultural Practice、農業生産工程管理）認証取得の機運が高ま

っている。本調査では、日本政策金融公庫（日本公庫）が平成 30 年１月に実施した「平成

29 年度下半期農業景況調査」で、担い手農業者のＧＡＰの取組についてはがき郵送による

アンケート調査を行うとともに、農業者の売上高等の財務分析を行った。また、関連して、

食品事業者等や消費者を対象とした「平成 29 年度下半期食品産業動向調査」「平成 29 年度

下半期消費者動向調査」のＧＡＰ関連項目についても取り上げた。本報告書は、その結果に

ついて、広くお客さまや関係機関への情報提供等を行うことを目的とする。 

 

２．調査方法（以下、農業景況調査について。） 

 郵送アンケート及び財務分析（郵送アンケートは平成 29 年度下半期農業景況調査に併せ

て実施）。財務分析の集計は、分析対象の平均値を用いた。 

 

（用語注釈） ※「ＧＡＰをめぐる情勢」（農林水産省、平成 30 年）を参考に作成 

 

３．調査時期 

平成30年１月 

４．調査対象 

スーパーL 資金または農業改良資金ご融資先 21,336先 

５．有効回答数 

6,711先（回収率：31.5％） うち、財務分析 3,927先 

 

財務分析や対象者の年齢、売上規模は、アンケート回答のうち分析可能なデータのある融

資先を対象に行った。また、項目ごとに集計可能なデータが異なるため、回答数は異なる。 

ＧＡＰ 農業において、食品安全、環境保全、労働安全等の持続可能性を確保するための

生産工程管理の取組。 

ＧＡＰに取組む  農業者がＧＡＰ（活動又は取組）を自ら実施すること。認証を取得しているかど

うかは関係ない。 

ＧＡＰ認証  第三者機関の審査により、ＧＡＰが正しく実施されていることが確認された証明。 

 

 ASIAGAP/JGAP：一般財団法人日本ＧＡＰ協会が策定した日本発のＧＡＰ認証。平

成 29年８月より ASIAGAP（旧 JGAP Advance）、JGAP（旧 JGAP Basic）

の運用を開始。 

 GLOBALG.A.P.：ドイツの FoodPLUSGmbH が策定したＧＡＰ認証。主に欧州で普及し

ている。青果物に関してＧＦＳＩ認証を受けている。 

ＧＡＰ認証をとる  ＧＡＰ認証を受けること。これにより、ＧＡＰを実施していることが客観的に証

明される。 
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 設問一覧  

 

【農業景況調査】 

 

ＧＡＰ（Good Agricultural Practice）について伺います。 

※ ここでの GAP 認証とは、GLOBALG.A.P.、ASIAGAP、JGAP を指します。 

 

質問１ ＧＡＰの取組について 

回答 ① ＧＡＰ認証（GLOBALG.A.P.、ASIAGAP、JGAP）を取得している 

 ② 都道府県やＪＡ等が策定したＧＡＰに取組んでいる 

 ③ ＧＡＰは知っているが、認証を取得していない/②に取組んでいない 

 ④ ＧＡＰを知らない 

 

質問２は、質問１で①、②を回答した方に伺います。 

質問２ ＧＡＰの取組によって感じた効果、メリットは（複数回答可） 

回答 ① 売上の向上  ② 販路の維持・拡大 ③ 不良在庫の削減 

 ④ 食品事故の予防  ⑤ 農作業事故の予防 ⑥ 労働環境の改善 

 ⑦ 従業員の自主性向上 ⑧ 環境保全への貢献 ⑨ その他 

 

質問３は、質問１で②、③を回答した方に伺います。 

質問３ ＧＡＰ認証の取得について 

回答 ① GLOBALG.A.P.を今後取得する ② ASIAGAP/JGAP を今後取得する 

 ③ 今後も取得するつもりはない ④ その他 

 

質問４は、質問３で「③取得するつもりはない」と回答した方に伺います。 

質問４ 取得するつもりはないとした理由を教えてください（複数回答可） 

回答 ① コスト（経費、手間）   ② 売上につながらない 

 ③ 認証取得の必要を感じない ④ 新しいシステムを導入したくない 

 ⑤ 認証の仕組に賛同できない ⑦ その他 
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（参考）【食品産業動向調査】 

 

（１）ＧＡＰ認証を受けたまたはＧＡＰに取り組んでいる農場で生産された農産物の取扱いまたは原材

料としての使用についてお聞きします。あてはまる番号１つに○をつけてください。 

回答  ① 取扱っている（原材料として使用している） → （２）・（３）へ 

  ② 今後取扱う（原材料として使用）予定である → （２）・（３）へ 

  ③ 取扱う（原材料として使用する）予定はない → （４）へ 

  ④ ＧＡＰを知らない     → 設問終了 

 

（２）（１）で「① 取扱っている（原材料として使用している）」または「② 今後取扱う（原材料とし

て使用）予定である」と回答した方にお聞きします。いずれのＧＡＰの基準を満たしたものを取扱

っている（取扱う予定）ですか。あてはまる番号すべてに○をつけてください。 

回答 ① GLOBAL G.A.P.の認証を取得し、生産した農産物 

 ② ASIAGAP の認証を取得し、生産した農産物 

 ③ JGAP の認証を取得し、生産した農産物 

 ④ 都道府県が策定したＧＡＰに取組み、生産した農産物 

 ⑤ 生協、ＪＡ等の団体が策定したＧＡＰに取組み、生産した農産物 

 ⑥ ＧＡＰの種類まで検討していない 

 

（３）（１）で「① 取扱っている（原材料として使用している）」または「② 今後取扱う(原材料として

使用）予定である」と回答した方にお聞きします。ＧＡＰの基準を満たした農産物の今後の取扱い

についてメリットとして感じていることは何ですか。あてはまる番号すべてに○をつけてください。 

回答  ① 売上の向上につながる  ② 生産工程の明確さを消費者や販売先にＰＲできる 

 ③ 海外販路の維持・拡大につながる ④ 国内販路の維持・拡大につながる 

 ⑤ 食品事故の発生リスク低減につながる ⑥ 生産者の持続的な農業経営につながる 

 ⑦ 生産地の環境保全につながる  ⑧ その他 

 

（４）（１）で「③ 取扱う（原材料として使用する）予定はない」と回答した方にお聞きします。ＧＡ

Ｐの基準を満たした農産物の取扱いについてどのような課題があると感じますか。あてはまる番号

すべてに○をつけてください。 

回答  ① コスト(経費・手間)の増加が見込まれる ② 売上の向上につながらない   

③ 現在の流通において、必要性を感じない ④ ＧＡＰ認証を取得した生産者が少ない 

 ⑤ ＧＡＰの概念が消費者に浸透していない ⑥ ＧＡＰ認証の仕組みに賛同できない 

 ⑦ その他 

 

  

調査時点： 平成 30年１月 

調査方法： 郵送により調査票を配布し郵送により回収 

調査対象： 全国の食品関係企業（製造業、卸売業、小売業、飲食業）7,007社 

有効回収数： 全体で 2,357社（回収率 33.6％） 

《内訳》 製造業：1,577社、卸売業：560社、小売業：170社、飲食業：50社 
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（参考）【消費者動向調査】 

 

質問１ ＧＡＰを知っていますか。 

回答 ① 知っている 

 ② 名称を聞いたことがあるが、内容は知らない 

 ③ 知らない 

 

質問２ 知っていると回答した方にお伺いします。 

 ご存知のＧＡＰの種類をお選び下さい（複数回答可）。 

回答 ① ASIAGAP 

 ② JGAP 

 ③ GLOBAL G.A.P. 

 ④ 都道府県が策定したＧＡＰ 

 ⑤ 生協、ＪＡ等の団体が策定したＧＡＰ 

 ⑥ 種類までは知らない・覚えていない 

 ⑦ その他 

 

質問３ 知っていると回答した方にお伺いします。 

 ＧＡＰによって生産された農畜産物のイメージをお選び下さい（複数回答可）。 

回答 ① 安全性が高い 

 ② おいしい 

 ③ 鮮度がよい 

 ④ 価格が高い 

 ⑤ 環境保全に配慮されている 

 ⑥ 労働安全に配慮されている 

 ⑦ 人権保護に配慮されている 

 ⑧ その他 

 

 

 

 

  

調査時点： 平成 30年１月 

調査方法：インターネットによるアンケート調査 

調査対象： 全国の 20歳代～70歳代の男女 2,000人（男女各 1,000人） 
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 概要  

 

○ ＧＡＰについて、有効回答数のうち 4.1％が認証を取得し、都道府県やＪＡ等が策定したＧＡＰ

（自治体等ＧＡＰ）に取組んでいる経営体が 19.8％と、合わせて２割強がＧＡＰに取組んでいる結

果。一方、50.8％が「知っているが、認証を取得していない/自治体等ＧＡＰに取組んでいない」、

25.3％が「ＧＡＰを知らない」と回答。売上の規模別では、規模の大きいほど認証取得の割合が

高くなる傾向。 

○ ＧＡＰに取組んでいる経営体に対してＧＡＰの取組によって感じた効果、メリットは、「食品事故

の予防」が 49.7％と最多となり、次いで「環境保全への貢献」（45.1％）、「農作業事故の予防」

（44.6％）の順。「販路の維持・拡大」も 40.6％と多くの回答を集め、「売上の向上」（22.1％）ととも

に経営への直接的な効果を実感する経営体も多い。さらに、ＧＡＰの取組別に見ると、ＧＡＰ認

証を取得している経営体は「環境保全への貢献」を除く全ての項目で自治体等ＧＡＰに取組ん

でいる経営体のポイントを上回り、経営リスクの低減や組織運営の改善といった点でメリット感。 

○ ＧＡＰは知っているが認証取得には至っていない経営体で、今後のＧＡＰ認証の取得について

は、「GLOBALG.A.P.を今後取得する」が 13.3％、「ASIAGAP/JGAP を今後取得する」が 18.8％

と、合わせて３割強が認証を取得する意向。一方で、45.7％と半数近い経営体が「今後も取得す

るつもりはない」と回答。 

○ また、自治体等ＧＡＰに取組んでいる経営体と、ＧＡＰを知っているが取組んでいない経営体を

比較したところ、自治体等ＧＡＰに取組んでいる経営体は「GLOBALG.A.P.」（18.8％）、

「ASIAGAP/JGAP」（25.4％）ともに取得意向が強く、自治体等ＧＡＰがＧＡＰ認証取得の入口に

なっている可能性。さらに、自治体等ＧＡＰに取組んでいる経営体が感じているメリット別にＧＡＰ

の取得意向を整理したところ、「売上の向上」や「販路の維持・拡大」にメリットを感じている経営

体は「GLOBALG.A.P.」取得意向が強く、「労働環境の改善」や「従業員の自主性向上」にメリッ

トを感じている経営体は「ASIAGAP/JGAP」取得意向が強いという結果。 

○ ＧＡＰ認証を今後も取得するつもりはないとした経営体にその理由をたずねたところ、「認証取

得の必要を感じない」が 59.1％と最多。次いで、「コスト」（51.7％）、「売上につながらない」

（45.6％）。 

○ 平成 29 年度下半期食品産業動向調査において、食品関連企業に対しＧＡＰ関連農産物の取

扱いについて聞いたところ、現在「取り扱っている」のは 6.4％で、「今後取扱う予定である」

14.5％と合わせると、２割強の企業がＧＡＰ関連農産物を取扱う意向。一方で 28.6％が「取り扱う

予定はない」とし、50.5％と約半数が「ＧＡＰを知らない」と回答。小売業では「取り扱っている」が

17.4％、「今後取扱う予定である」が 12.9％と３割強がＧＡＰ関連農産物を取扱う意向を示してお

り、今後、生産者への要請が強まる見込み。 

○ 平成 29 年度下半期消費者動向調査において、消費者に対しＧＡＰへの意識調査を行ったとこ

ろ、ＧＡＰを知っていますかとの問いに対し、「知っている」が 4.2％、「名称を聞いたことがあるが

内容は知らない」が 17.2％、「知らない」が 78.7％。 

○ 他方で、ＧＡＰにより生産された農畜産物のイメージは、「安全性が高い」が 56.6％と最多。一

方、「鮮度が良い」（36.1％）、「おいしい」（24.1％）といった回答もあり、消費者の認知度向上とと

もに、正しい情報提供が課題。 
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 イントロダクション  

 

○ 消費者の食品安全や環境保全への意識の向上や、農業・食品市場のグローバル化の進展

を背景に、ＧＡＰ（Good Agricultural Practice、農業生産工程管理）認証取得の機運

が高まっている。 

○ 我が国におけるＧＡＰは、食品事故を背景として農産物の安全性の向上を求める声が高

まったこと等から、平成 22 年に「農業生産工程管理（ＧＡＰ）の共通基盤に関するガイ

ドライン」（農林水産省）が策定され、ＧＡＰの普及にあたって必要な取組が明確化され

た。ＧＡＰを直訳すると「良い農業の実践」「適正農業規範」となるが、その実践にあた

っては工程管理的手法が用いられることから、農林水産省はその日本語訳を「農業生産

工程管理」と統一している。なお、「ガイドライン」でＧＡＰは「農業生産活動を行う上

で必要な関係法令等の内容に則して定められる点検項目に沿って、農業生産活動の各工

程の正確な実施、記録、点検及び評価による持続的な改善活動」と定義された。 

○ 「ガイドライン」が策定される前から国内では様々な主体がＧＡＰの導入を推進してき

た経緯があり、現在、都道府県等自治体、JA グループ、日本生活協同組合連合会等が独

自に策定したものや、日本ＧＡＰ協会が開発した「JGAP」など、様々なＧＡＰが運用さ

れている。 

○ 国際的には、国連食糧農業機関（FAO）が、ＧＡＰ は農業生産の環境的、経済的、社会

的な持続性に向けた取組であり、結果として安全で品質の良い食用及び非食用の農産物

をもたらす取組であるとしており、各国等で様々な取組が行われている（「ガイドライン」

より）。中でも FoodPLUS GmbH（ドイツに本部を置く団体）が運営する「GLOBALG.A.P.」

は、グローバルに展開する小売業者・食品製造業者等が集まった団体である GFSI （Global 

Food Safety Initiative）の承認スキームとして国際的に運用され、グローバル企業の

食品調達基準として採用されている。 

○ 国内で運用され、民間団体による第三者認証を備えたＧＡＰ（ＧＡＰ認証）には

GLOBALG.A.P.と JGAP 及び JGAP に HACCPベースのリスク管理基準等が上乗せされた

「ASIAGAP」がある。ただ、ＧＡＰ認証の国内取得は、GLOBALG.A.P.が約 480経営体（平

成 29 年 12 月現在、ＧＡＰ普及推進機構）、JGAP/ASIAGAP が 4,101 農場（平成 29 年３月

現在、日本ＧＡＰ協会）と、販売農家 120万戸（「農業構造動態調査」平成 29 年、農林

水産省）に対し極めて少ない。また、認証取得している経営体のうち、聞き取り可能な

約 580経営体から出荷された農産物は、穀類１万６千トン、青果物８万５千トン程度で

あり（「ＧＡＰ認証取得農産物の年間出荷状況について」平成 29 年、農林水産省）、国内

生産量全体（穀類：954 万トン、青果物 1,455万トン（「平成 28年度食料需給表」平成

29 年、農林水産省））に対して１％に満たない状況で、ＧＡＰ認証が普及しているとは言

い難い。 

○ しかし、冒頭述べたように農業・食品市場のグローバル化が進展し、輸出促進が図られ

る中、国内消費者の農産物生産工程の「見える化」を求める声が強まっていることもあ

り、その有効な手段であるＧＡＰの普及は今後進むと考えられる。 

○ 一方でＧＡＰ認証の取得には費用が求められることもあり、生産者は認証取得のメリッ

トが見いだせず、二の足を踏んでいるとの声も聞かれる。関係機関は生産者に適切な情

報の提供を行い、経営判断の支援をすることが必要だ。 

○ 今回調査では、そのようなニーズに資するべく、担い手農業者のＧＡＰの取組に関する

現況を把握し、取組経営体の感じるメリットや外部環境について調査を行った。 
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 調査結果①（ＧＡＰの取組の現状）  
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図１ ＧＡＰの取組について（個人・法人別）（％）
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①
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④

（6,187）

（4,353）
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○ ＧＡＰについて、有効回答数のうち 4.1％が認証を取得し、都道府県やＪＡ等が策定したＧ

ＡＰ（自治体等ＧＡＰ）に取組んでいる経営体が 19.8％と、合わせて２割強がＧＡＰに取組ん

でいる。（図１） 

○ 一方、「知っているが、認証を取得していない/自治体等ＧＡＰに取組んでいない」との回

答が 50.8％となり、半数を占めた。また、25.3％が「ＧＡＰを知らない」と回答した。 

○ 個人、法人別に見ると、個人経営体は自治体等ＧＡＰに取組んでいる割合が 21.7％と高

く、法人経営体はＧＡＰ認証取得の割合が高い一方で、「知っているが取組んでいない」とす

る回答が 61.7％と個人経営体よりも 15.5 ポイント上回った。 

○ 売上の規模別では、規模の大きいほど認証取得の割合が高くなる傾向となった（売上１億

円以上：6.4％、３千万円未満：2.5％）。（図２） 

○ 回答別の売上高や農業所得（経常利益）の平均値を見ると、認証を取得している経営体

は売上高平均約３億円で、他の経営体よりも売上規模が大きい。（表１） 

○ 業種別では、取組が先行している耕種で認証を取得している、取組んでいるとする回答

が多くなった。特に、取引先からの要求が強い茶では34.5％が認証を取得し、25.0％が自治

体等ＧＡＰに取組くむと回答し、合せて半数以上がＧＡＰに取組んでいる。また、「知らない」

とする割合は 2.0％と低くなっている。他方、主に食品以外の生産物を扱う施設花きは、認証

取得が 1.1％、自治体等ＧＡＰに取組む経営体が 9.4％と他の耕種に比べて少ない。（図３） 

○ 地域別では、「ＧＡＰを知らない」を除いた認知度が北陸で最高の 83.8％となり、九州が

67.4％と一番低く、16.4 ポイントの開きがあった。（図４） 

凡例 

① ＧＡＰ認証（GLOBALG.A.P.、ASIAGAP、JGAP）を取得している 

② 都道府県やＪＡ等が策定したＧＡＰに取組んでいる 

③ ＧＡＰは知っているが、認証を取得していない/②に取組んでいない 

④ ＧＡＰを知らない 
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2.5

4.1

6.4

3.8

22.6

22.2

11.7

20.6

46.6

50.7

60.5

50.6

28.3

22.9

21.4

25.1

３千万円未満

３千万円以上

１億円未満

１億円以上

全体

図２ ＧＡＰの取組について（売上規模別）（％）

④

①

②

③

（データ数）

（3,927）

（686）

（1,475）

（1,766）

表 ＧＡＰの取組状況と売上⾼、農業所得（経常利益）の平均値

売上高

３年前

売上高

売上高

増加率

農業所得

３年前

農業所得

農業所得

増加率

データ数

全体 110 92 19% 13 8 69%

3,927

① ＧＡＰ認証を取得している

299 252 19% 15 8 92%

150

② 都道府県やＪＡ等が策定したＧＡＰ

 に取組んでいる

75 65 15% 11 9 31%

807

③ ＧＡＰは知っているが、認証

 を取得していない/②に取組んでいない

131 109 20% 15 8 90%
1,986

④ ＧＡＰを知らない

68 56 21% 11 7 57%

984

表１ ＧＡＰの取組状況と売上⾼、農業所得（経常利益）の平均値、増加率（百万円） 

（注１） 売上⾼増加率＝（売上⾼の合計―３年前売上⾼の合計）/３年前売上⾼の合計 

 農業所得(経常利益)増加率＝（農業所得の合計―３年前農業所得の合計）/３年前農業所得の合計 

（注２） 個⼈経営体の場合は農業所得を、法⼈経営体の場合は経常利益を⽤いた 

凡例 

① ＧＡＰ認証（GLOBALG.A.P.、ASIAGAP、JGAP）を取得している 

② 都道府県やＪＡ等が策定したＧＡＰに取組んでいる 

③ ＧＡＰは知っているが、認証を取得していない/②に取組んでいない 

④ ＧＡＰを知らない 
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4.1 

3.2 

2.9 

5.7 

8.0 

34.5 

1.8 

1.1 

12.0 

0.4 

0.8 

2.6 

0.9 

0.0 

19.8 

22.6 

32.2 

20.7 

26.1 

25.0 

20.4 

9.4 

21.3 

5.9 

7.6 

8.7 

15.3 

8.3 

50.8 

51.1 

50.7 

53.5 

46.4 

38.5 

48.3 

45.0 

60.0 

44.1 

54.7 

66.3 

63.1 

45.8 

25.3 

23.0 

14.2 

20.1 

19.5 

2.0 

29.4 

44.4 

6.7 

49.6 

36.9 

22.4 

20.7 

45.8 

全体

稲作

畑作

露地野菜

施設野菜

茶

果樹

施設花き

きのこ

酪農

肉用牛

養豚

採卵鶏

ブロイラー

図３ ＧＡＰの取組について（業種別）（％）

②

①
③ ④

（データ数）

（6,187）

（2,349）

（584）

（523）

（476）

（148）

（333）

（180）

（75）

（454）

（382）

（196）

（111）

（48）

凡例 

① ＧＡＰ認証（GLOBALG.A.P.、ASIAGAP、JGAP）を取得している 

② 都道府県やＪＡ等が策定したＧＡＰに取組んでいる 

③ ＧＡＰは知っているが、認証を取得していない/②に取組んでいない 

④ ＧＡＰを知らない 
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4.1 

2.7 

2.6 

5.8 

7.4 

3.9 

4.1 

1.9 

7.0 

19.8 

25.4 

14.7 

20.6 

17.6 

23.2 

21.3 

11.6 

17.1 

50.8 

50.0 

54.8 

49.8 

58.8 

44.2 

45.6 

58.0 

43.2 

25.3 

21.9 

27.9 

23.7 

16.2 

28.8 

28.9 

28.4 

32.6 

全体

北海道

東北

関東

北陸

東海

近畿

中国・四国

九州

図４ ＧＡＰの取組について（地域別）（％）

②

①

③

④

（データ数）

（1,900）

（1,021）

（6,187）

（855）

（488）

（233）

（342）

（524）

（824）

凡例 

① ＧＡＰ認証（GLOBALG.A.P.、ASIAGAP、JGAP）を取得している 

② 都道府県やＪＡ等が策定したＧＡＰに取組んでいる 

③ ＧＡＰは知っているが、認証を取得していない/②に取組んでいない 

④ ＧＡＰを知らない 
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 調査結果②（ＧＡＰの効果、メリット）  

 

 

 

 
※ 回答数 30 未満は掲載せず 

 

表 ＧＡＰの取組によって感じた効果、メリット（組織形態、業種、地域別）（％）

カテゴリ 売上の向上

販路の

維持・拡大

不良在庫の

削減

食品事故の

予防

農作業事故

の予防

労働環境の

改善

従業員の

自主性向上

環境保全

への貢献

その他 データ数

全体 22.1 40.6 11.4 49.7 44.6 25.9 17.2 45.1 8.3
1,300

個人

23.8 40.6 12.2 51.7 43.0 19.9 8.0 47.5 7.4
934

法人 17.8 40.7 9.3 44.5 48.6 41.3 40.7 38.8 10.7
366

稲作

21.1 36.2 13.3 46.1 47.8 23.1 14.4 50.7 8.0
527

畑作

19.2 42.4 11.3 50.3 35.0 13.0 5.6 48.0 9.0
177

露地野菜

25.4 47.6 8.7 51.6 44.4 31.0 16.7 46.0 9.5
126

施設野菜

22.6 32.9 10.3 58.2 43.2 38.4 21.2 30.8 6.8
146

茶

17.3 43.2 16.0 67.9 59.3 39.5 25.9 48.1 6.2
81

果樹

27.7 44.6 12.3 53.8 53.8 23.1 12.3 50.8 4.6
65

畜産 25.3 49.5 1.1 42.1 34.7 28.4 31.6 27.4 9.5
95

北海道

18.8 39.7 9.7 49.0 41.5 17.3 5.8 48.2 9.5 463

東北

25.7 44.1 13.8 41.4 44.1 27.6 17.8 46.7 7.9 152

関東

29.0 42.5 8.2 58.5 48.8 29.5 22.2 42.5 5.3 207

北陸

17.4 30.3 15.6 40.4 55.0 34.9 31.2 46.8 11.0 109

東海

17.5 38.6 14.0 50.9 31.6 22.8 17.5 28.1 10.5 57

近畿

20.3 29.7 9.5 40.5 41.9 16.2 17.6 55.4 10.8
74

中国・四国

21.3 39.3 8.2 49.2 50.8 39.3 36.1 34.4 6.6
61

九州 24.9 49.7 15.8 57.6 45.2 37.9 25.4 42.4 6.2
177

※ 回答数30未満は未掲載

○ ＧＡＰ認証を取得している、または自治体等ＧＡＰに取組んでいる経営体に対してＧＡＰの

取組によって感じた効果、メリットを聞いたところ、「食品事故の予防」が 49.7％と最多となり、

次いで「環境保全への貢献」（45.1％）、「農作業事故の予防」（44.6％）の順となった。（表２） 

○ 「販路の維持・拡大」も 40.6％と多くの回答を集め、「売上の向上」（22.1％）とともに経営へ

の直接的な効果を実感する経営体も多い。その他、「労働環境の改善」（25.9％）、「従業の

自主性向上」（17.2％）、「不良在庫の削減」（11.4％）となった。 

○ 個人、法人別に見ると、法人経営体では「労働環境の改善」（41.3％）や「従業員の自主性

向上」（40.7％）といった組織運営の改善に関する項目が個人経営体と比べて多くなっている

特徴が表れた。（図５） 

○ さらに、ＧＡＰの取組別に見ると、ＧＡＰ認証を取得している経営体は「環境保全への貢献」

を除く全ての項目で自治体等ＧＡＰに取組んでいる経営体のポイントを上回り、経営リスクの

低減や組織運営の改善といった点でメリットを強く感じていることが分かった。（表３、図６） 

表２ ＧＡＰの取組によって感じた効果、メリット（組織形態、業種、地域別）（％） 
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0.0

20.0

40.0

60.0

売上の向上

販路の

維持・拡大

不良在庫の

削減

食品事故の

予防

農作業事故

の予防

労働環境の

改善

従業員の

自主性向上

環境保全

への貢献

全体

個人

法人

図５ ＧＡＰの取組によって感じた効果、メリット（組織形態別）（％）

直接的な利益への貢献

経営リスクの低減

組織運営の改善

表 ＧＡＰの取組によって感じた効果、メリット（ＧＡＰの取組別）（％）

カテゴリ 売上の向上

販路の

維持・拡大

不良在庫の

削減

食品事故の

予防

農作業事故

の予防

労働環境の

改善

従業員の

自主性向上

環境保全

への貢献

その他
データ数

全体 22.1 40.6 11.4 49.7 44.6 25.9 17.2 45.1 8.3
1,300

① 25.8 46.4 15.9 55.8 57.5 46.8 38.2 43.8 10.7 233

② 21.3 39.4 10.4 48.4 41.8 21.4 12.7 45.4 7.8 1,067

① ＧＡＰ認証を取得している

② 都道府県やＪＡ等が策定したＧＡＰに取組んでいる

表３ ＧＡＰの取組によって感じた効果、メリット（ＧＡＰの取組別）（％） 
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0.0

20.0

40.0

60.0

売上の向上

販路の

維持・拡大

不良在庫の

削減

食品事故の

予防

農作業事故

の予防

労働環境の

改善

従業員の

自主性向上

環境保全

への貢献

図６ ＧＡＰの取組によって感じた効果、メリット（ＧＡＰの取組別）（％）

直接的な利益への貢献

経営リスクの低減

組織運営の改善

全体 

 

ＧＡＰ認証（GLOBALG.A.P.、ASIAGAP、JGAP）を取得している 

 

都道府県やＪＡ等が策定したＧＡＰに取組んでいる 



15 

 

 調査結果③（今後のＧＡＰ認証の取得について）  

 

 

 

 

 

13.3

13.0

13.7

18.8

15.8

24.8

45.7

49.8

37.4

22.3

21.4

24.1

全体

個人

法人

図７ ＧＡＰ認証の取得について(個人・法人別) (％）

（データ数）

①

②

③ ④

（4,003）

（2,683）

（1,320）

○ 自治体等ＧＡＰに取組んでいる、またはＧＡＰは知っているが取組はない経営体に対し、

今後のＧＡＰ認証の取得について聞いたところ、「GLOBALG.A.P.を今後取得する」が

13.3％、「ASIAGAP/JGAP を今後取得する」が 18.8％と、合わせて３割強が認証を取得する

意向を示した。一方で、45.7％と半数近い経営体が「今後も取得するつもりはない」と回答し

た。（図７） 

○ 個人、法人別に見ると、法人経営体では「ASIAGAP/JGAP を今後取得する」とした回答が

24.8％と多くなり、「GLOBALG.A.P.」と合わせて約４割が認証取得意向を示した。 

○ 売上規模別に見ると、売上が大きいほど取得意向の傾向が強く、１億円以上の規模では

約４割が取得意向を示している。ただし、「GLOBALG.A.P.」を取得するとした経営体は売上

規模別に大きな違いは見られなかった。（図８） 

○ また、自治体等ＧＡＰに取組んでいる経営体と、ＧＡＰを知っているが取組んでいない経営

体を比較したところ、自治体等ＧＡＰに取組んでいる経営体は「GLOBALG.A.P.」（18.8％）、

「ASIAGAP/JGAP」（25.4％）ともに取得意向が強く、自治体等ＧＡＰがＧＡＰ認証取得の入口

になっている可能性が示唆された。（図９） 

○ さらに、自治体等ＧＡＰに取組んでいる経営体が感じているメリット別にＧＡＰの取得意向

を整理したところ、「売上の向上」や「販路の維持・拡大」にメリットを感じている経営体は

「GLOBALG.A.P.」取得意向が強く、「労働環境の改善」や「従業員の自主性向上」にメリット

を感じている経営体は「ASIAGAP/JGAP」取得意向が強いという結果になった。（図 10） 

 

凡例 

① GLOBALG.A.P.を今後取得する 

② ASIAGAP/JGAP を今後取得する 

③ 今後も取得するつもりはない 

④ その他 
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12.0

13.5

13.2

12.8

14.9

18.6

25.8

18.3

53.1

45.8

38.3

47.6

20.0

22.1

22.7

21.3

３千万円未満

３千万円以上

１億円未満

１億円以上

全体

図8 ＧＡＰ認証の取得について（売上規模別）(%)

④

①

②

③

（データ数）

（2,561）

（462）

（1,003）

（1,096）

11.4

18.8

13.3

16.5

25.4

18.8

51.2

29.7

45.7

20.9

26.1

22.3

（イ）

（ア）

全体

図9 ＧＡＰ認証の取得について（取組別）(%)

（データ数）

①

②

③ ④

（4,003）

（1,029）

（2,974）

（ア）都道府県やＪＡ等が策定したＧＡＰに取組んでいる

（イ）ＧＡＰは知っているが、認証を取得していない/（ア）に取組んでいない

凡例 

① GLOBALG.A.P.を今後取得する 

② ASIAGAP/JGAP を今後取得する 

③ 今後も取得するつもりはない 

④ その他 

凡例 

① GLOBALG.A.P.を今後取得する 

② ASIAGAP/JGAP を今後取得する 

③ 今後も取得するつもりはない 

④ その他 
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18.8

32.0

27.3

20.6

21.0

20.1

19.4

21.4

19.9

11.8

25.4

29.4

30.8

35.1

28.6

28.0

38.3

39.3

29.2

17.6

29.7

16.5

17.7

26.8

24.7

27.5

17.3

16.2

26.1

33.8

26.1

22.2

24.1

17.5

25.6

24.3

25.0

23.1

24.9

36.8

全体

売上の向上

販路の

維持・拡大

不良在庫の

削減

食品事故の

予防

農作業事故

の予防

労働環境の

改善

従業員の

自主性向上

環境保全

への貢献

その他

図10 ＧＡＰ認証の取得について (%)

（都道府県等ＧＡＰに取組んでいる経営体が感じているメリットと、

ＧＡＰ認証取得意向のクロス集計）

②

①

③

④

（データ数）

（194）

（373）

（1,029）

（97）

（433）

（378）

（196）

（117）

（418）

（68）

凡例 

① GLOBALG.A.P.を今後取得する 

② ASIAGAP/JGAP を今後取得する 

③ 今後も取得するつもりはない 

④ その他 
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13.3

13.5

13.2

15.7

14.1

15.9

18.5

5.4

19.0

7.1

9.8

11.7

12.2

18.8

19.0

16.6

19.0

20.3

31.7

14.7

16.1

34.5

13.3

16.3

27.7

25.6

45.7

45.8

45.9

47.9

42.8

34.1

43.6

65.6

27.6

57.8

45.6

34.3

35.4

22.3

21.7

24.3

17.4

22.9

18.3

23.2

12.9

19.0

21.8

28.4

26.3

26.8

全体

稲作

畑作

露地野菜

施設野菜

茶

果樹

施設花き

きのこ

酪農

肉用牛

養豚

採卵鶏

参考 ＧＡＰ認証の取得について（業種別）（％）

②

①

③

④

（データ数）

（4,003）

（1,598）

（440）

（357）

（306）

（82）

（211）

（93）

（58）

（211）

（215）

（137）

（82）

凡例 

① GLOBALG.A.P.を今後取得する 

② ASIAGAP/JGAP を今後取得する 

③ 今後も取得するつもりはない 

④ その他 
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13.3

12.3

14.7

15.2

12.5

13.2

14.9

11.9

12.7

18.8

16.9

19.9

19.5

24.1

21.5

13.5

17.7

20.1

45.7

49.5

46.5

40.8

44.3

39.6

47.4

44.5

42.5

22.3

21.3

19.0

24.5

19.0

25.7

24.2

25.9

24.7

全体

北海道

東北

関東

北陸

東海

近畿

中国・四国

九州

参考 ＧＡＰ認証の取得について（地域別）（％）

②

①

③
④

（データ数）

（1,304）

（648）

（4,003）

（554）

（352）

（144）

（215）

（344）

（442）

凡例 

① GLOBALG.A.P.を今後取得する 

② ASIAGAP/JGAP を今後取得する 

③ 今後も取得するつもりはない 

④ その他 
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 調査結果④（ＧＡＰ認証を取得しない理由）  

 

 

 

 

 

※ 回答数 30 以下は未掲載 

 

  

表 ＧＡＰ認証を取得する必要はないとした理由（組織形態、業種、地域別）（％）

コスト

（経費、手間）

売上に

つながらない

認証取得の必要

を感じない

新しいシステムを

導入したくない

認証の仕組みに

賛同できない

その他 データ数

全体 51.7 45.6 59.1 5.6 7.9 8.4 1,592

個人 51.8 47.2 58.9 6.4 8.3 7.7
1,165

法人 51.5 41.2 59.7 3.5 6.8 10.3
427

稲作 55.1 42.4 58.2 8.0 8.6 7.2
641

畑作 51.6 53.3 56.0 3.3 7.1 6.6
182

露地野菜 56.7 55.3 60.0 5.3 6.7 8.7
150

施設野菜 52.5 53.4 63.6 4.2 5.1 7.6
118

果樹 48.7 35.9 64.1 2.6 7.7 9.0
78

施設花き 42.6 50.0 70.4 1.9 3.7 11.1 54

酪農 48.1 44.2 64.4 5.8 8.7 2.9 104

肉用牛 41.7 33.3 57.1 7.1 6.0 13.1 84

養豚 57.1 42.9 57.1 0.0 7.1 7.1 42

北海道 53.9 45.6 57.3 7.4 8.3 7.7 557

東北 54.8 43.7 58.6 6.5 6.5 8.0 263

関東 50.2 51.7 61.5 2.4 7.3 6.3 205

北陸 49.7 46.9 56.6 6.3 10.5 7.7 143

東海 56.0 46.0 60.0 2.0 14.0 12.0
50

近畿 48.3 36.0 58.4 4.5 5.6 5.6
89

中国・四国 53.1 45.4 61.5 5.4 3.1 13.1
130

九州 41.9 45.2 63.9 3.2 11.0 11.6
155

○ ＧＡＰ認証を今後も取得するつもりはないとした経営体にその理由をたずねたところ、「認証

取得の必要を感じない」が 59.1％と最も多かった。特に施設花きは 70.4％と回答割合が高か

った。（表４） 

○ 次いで、「コスト」（51.7％）、「売上につながらない」（45.6％）となり、「認証の仕組みに賛同

できない」とする回答も 7.9％と一定数見受けられた。「賛同できない」とする割合は東海

（14.0％）や九州（11.0％）、北陸（10.5％）で特に高く表れた。 

表４ ＧＡＰ認証を今後も取得するつもりはないとした理由（組織形態、業種、地域別）（％） 
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 参考①（食品関連企業に対するＧＡＰ意識調査）  

 

 

○ 平成 29 年度下半期食品産業動向調査（日本公庫）において、食品関連企業に対しＧＡ

Ｐへの意識調査を行った。 

○ ＧＡＰ認証を受けた、またはＧＡＰに取組んでいる農場で生産された農産物または原材料

（ＧＡＰ関連農産物）の取扱いについて聞いたところ、現在「取り扱っている」のは 6.4％で、

「今後取扱う予定である」14.5％と合わせると、２割強の企業がＧＡＰ関連農産物を取扱う意

向を示した。一方で 28.6％が「取り扱う予定はない」とし、50.5％と約半数が「ＧＡＰを知らな

い」と回答した。（図 11） 

○ 小売業では「取り扱っている」が 17.4％、「今後取扱う予定である」が 12.9％と３割強がＧＡ

Ｐ関連農産物を取扱う意向を示しており、今後、生産者への要請が強まると見込まれる。 

○ 「取り扱っている」または「今後取扱う予定」の農産物の基準となるＧＡＰの種類について

聞いたところ、「ＧＡＰの種類まで検討していない」が 32.6％と最も回答が多くなり、次いで「Ｊ

ＧＡＰ」（30.6％）、「都道府県が策定したＧＡＰ」（28.7％）、「生協、ＪＡ等の団体が策定したＧ

ＡＰ」（28.2％）、「GLOBALG.A.P.」（18.5％）、「ASIAGAP」（6.7％）の順となった。（表５） 

○ 「取扱っている（取扱う予定である）」先に、ＧＡＰ関連農産物を取扱うメリットを聞いたとこ

ろ、「生産工程の明確さを消費者や販売先にＰＲできる」が 68.3％と最多となった。次に「食

品事故の発生リスク低減につながる」（47.0％）や「生産者の持続的な農業経営につながる」

（38.8％）が続いた。小売業者では特に「ＰＲ」の回答が多く（75.0％）、「生産者の持続的な

農業経営」（52.3％）、「生産地の環境保全」（40.9％）といった持続可能な生産に関する項

目で高い割合となる特徴が表れた。（表６） 

○ 「取り扱う予定がない」とした先に、ＧＡＰ関連農産物を取扱う課題について聞いたところ、

「必要性を感じない」（42.3％）に回答が多く集まり、「コスト」（41.1％）がそれに続いた。「ＧＡ

Ｐの概念が消費者に浸透していない」（37.8％）や「ＧＡＰ認証を取得した生産者が少ない」

（35.2％）といった流通上の懸念に対しても回答が多く集まった。なお、「ＧＡＰ認証の仕組み

に賛同できない」とする回答は 0.7％で、農業者（7.9％）と比べて低くなった。（表７） 
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※ 回答数 30 未満は掲載せず 

 

 

 

※ 回答数 30 未満は掲載せず 

 

 

 

※ 回答数 30 未満は掲載せず 

 

6.4 

4.6 

8.4 

17.4 

6.3 

14.5 

14.0 

17.3 

12.9 

6.3 

28.6 

30.3 

26.5 

18.1 

31.3 

50.5 

51.1 

47.8 

51.6 

56.3 

全体

製造業

卸売業

小売業

飲食業

（外食）

図11 ＧＡＰ関連農産物の取扱いについて（％）

（データ数）

①

②

③

④

（2,133）

（490）

（155）

（1,440）

（48）

ＧＬＯＢＡＬ ＧＡＰ

認証を取得し、生産し

た農産物

ＡＳＩＡＧＡＰ認証を

取得し、生産した農産

物

ＪＧＡＰ認証を取得

し、生産した農産物

都道府県が策定したＧ

ＡＰに取組み、生産し

た農産物

生協、ＪＡ等の団体が

策定したＧＡＰに取組

み、生産した農産物

ＧＡＰの種類まで検討

していない

データ数

全体 18.5 6.7 30.6 28.7 28.2 32.6 432

製造業 17.8 6.9 27.8 28.2 24.7 35.5 259

卸売業 19.8 6.6 37.2 30.6 28.1 28.9 121

小売業 19.1 4.3 29.8 29.8 46.8 25.5 47

売上の向上

につながる

生産工程の明確さを

消費者や販売先に

ＰＲできる

海外販路の維持・

拡大につながる

国内販路の維持・

拡大につながる

食品事故の発生リス

ク低減につながる

生産者の持続的な

農業経営につながる

生産地の環境保全に

つながる

その他

データ数

全体 22.2 68.3 15.6 33.8 47.0 38.8 23.6 3.1 423

製造業 19.4 70.8 19.8 31.6 47.0 35.6 19.8 3.2 253

卸売業 28.9 61.2 12.4 46.3 46.3 40.5 26.4 4.1 121

小売業 20.5 75.0 2.3 15.9 50.0 52.3 40.9 0.0 44

コスト（経費・手間）

の増加が⾒込まれる

売上の向上につながら

ない

現在の流通において、

必要性を感じない

ＧＡＰ認証を取得した

生産者が少ない

ＧＡＰの概念が消費者

に浸透していない

ＧＡＰ認証の仕組みに

賛同できない

その他

データ数

全体 41.1 28.3 42.3 35.2 37.8 0.7 7.9 593

製造業 42.2 28.5 42.9 35.4 38.0 0.9 8.3 424

卸売業 40.2 31.5 40.9 36.2 35.4 0.0 7.1 127

表５ 取扱う（予定の）農産物の基準となるＧＡＰの種類（％） 

表６ ＧＡＰ関連農産物を取扱うメリット（％） 

表７ ＧＡＰ関連農産物を取扱う課題（％） 

凡例 

① 取扱っている（原材料として使⽤している） 

② 今後取扱う（原材料として使⽤）予定である 

③ 取扱う（原材料として使⽤する）予定はない 

④ ＧＡＰを知らない 
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 参考②（消費者に対するＧＡＰ意識調査）  

 

 

 

 

4.2%

17.2%

78.7%

図12 ＧＡＰの消費者認知度（データ数=2,000)

知っている

名称を聞いたことがあるが、

内容は知らない

知らない

○ 平成 29 年度下半期消費者動向調査（日本公庫）において、インターネットによるアンケート

調査で全国の 20歳代～70歳代の男女 2,000 人に対しＧＡＰへの意識調査を行った。 

○ ＧＡＰを知っていますかとの問いに対し、「知っている」が 4.2％、「名称を聞いたことがある

が内容は知らない」が 17.2％、「知らない」が 78.7％となり、消費者の認知度が低い実態が浮

き彫りとなった。（図 12） 

○ 知っているＧＡＰの種類については、「ＪＧＡＰ」が 48.2％と最も多くの回答を集め、「都道府

県が策定したＧＡＰ」（31.3％）、「GLOBALG.A.P.」（24.1％）と続いた。（図 13） 

○ ＧＡＰにより生産された農畜産物のイメージは、「安全性が高い」が 56.6％と最多になった。

一方、「鮮度が良い」（36.1％）、「おいしい」（24.1％）といったイメージも多くの回答を集めて

おり、消費者の認知度向上とともに、正しい情報提供を行うことの必要性が課題として示めさ

れた。 
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図13 消費者が知っているＧＡＰの種類（複数回答可）（データ数=83）

56.6%

27.7%

7.2%
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図14 GAPにより生産された農畜産物のイメージ（複数回答可）（データ数=83）
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 まとめ、考察  

 

○ 今回調査では、有効回答数のうち 4.1％が「ＧＡＰ認証を取得」し、19.8％が「自治体

等ＧＡＰに取組んでいる」という結果になった。公表されている認証取得数と比較する

と 4.1％（255 先）は大きい数字であり、担い手農業者が積極的に取り組んでいることが

うかがえる。 

○ また、「ＧＡＰは知っているが取組はない」経営体は 50.8％で、認証は取得していない

が取組んでいる先を合わせると、ＧＡＰ認証は取得していないが認知している経営体は

７割を超える。このうち、３割強が今後ＧＡＰ認証を取得すると回答しており、ＧＡＰ

認証の普及は進むと考えられる。 

○ ＧＡＰの取組によって感じた効果、メリットとして、「食品事故の予防」（49.7％）や「環

境保全への貢献」（45.1％）、「農作業事故の予防」（44.6％）といったＧＡＰ本来の趣旨、

つまり「経営の持続性」に向けたものが多く挙げられた。他方で、「販路の維持・拡大」

も 40.6％と多くの回答を集め、「売上の向上」（22.1％）とともに経営への直接的な効果

を実感する経営体も多い。 

○ 生産者に対して対面で聞き取りを行ったところ、 

� 「大手小売業者との取引においてＧＡＰ認証を取得したところ、新たな品目につい

て取引をしたいと先方から申し出があり、大きな規模の売上拡大につながった。ＧＡ

Ｐ認証取得に手間は掛かるものの、営業戦略として必要」（加工・業務用野菜を扱う法

人経営体） 

� 「農業に馴染みのない従業員を多く抱える中でＧＡＰ認証を取得したところ、ＧＡ

Ｐの点検項目を伝えることで必要な作業を従業員に説明しやすくなった」（植物工場を

経営する法人経営体） 

� 「生産グループに参加している農家の奥さんから、ＧＡＰ取組後は農場が片付いた

と喜ばれた。米の売上には結びついていないものの、農場管理に役立っている」（自治

体ＧＡＰに取組み地域の米生産者をまとめる法人経営体） 

といった効果、メリットが挙げられた。 

○ 一方、ＧＡＰを認知している経営体のうち半数近い経営体が「今後もＧＡＰ認証を取得

するつもりはない」と回答した。これについても聞き取りを行ったところ、多くの経営

体から 

� 「人手をかけられない」 

� 「コストに売上が見合うか分からない」 

� 「設備が基準に間に合わない」 

� 「関心はあるが問い合わせるところが分からず、情報がない」 

といった声が聞かれた。アンケート調査においても「取得しない理由」としてコスト

（51.7％）、「売上につながらない」（45.6％）といった回答が多く、また、聞き取りから

情報へのアクセスが困難な経営体も多くいることが予想される。 

○ 食品事業者に対する調査からは、小売業者の３割強がＧＡＰ関連農産物を取扱う意向を

示していることが分かった。消費者の認知度は未だ低いものの、ＧＡＰ市場は今後拡大

するものと見込まれる。 

○ 今後のＧＡＰ認証普及にあたっては、生産者、消費者双方への認知度向上や情報提供が

必要と思われる。また、今回調査で自治体等ＧＡＰに取組んでいる経営体にＧＡＰ認証

取得意向が強く表れていたことから、認証はハードルが高いと感じる生産者に、実需者

の要請に応じていつでも認証が取得できる水準まで、取組のレベルを上げていただくこ

とが有効と思料する。 
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Memo 


